
議第１４１号 

呉市手数料条例の一部を改正する条例の制定について  

呉市手数料条例の一部を改正する条例を次のように定める。  

呉市手数料条例の一部を改正する条例  

呉市手数料条例（平成１２年呉市条例第３号）の一部を次のように改正する。  

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に，下線で示すように改正する。  

改正前 改正後 

別表第６（第２条関係） 別表第６（第２条関係） 

建築関係 建築関係 

 
手数料を徴収する事務 

手数料の額   
手数料を徴収する事務 

手数料の額  

 単位 金額   単位 金額  

 １～４８ 略   １～４８ 略  

 ４９ 長期

優良住宅

の普及の

促進に関

する法律

（平成２

０年法律

第 ８ ７

号）第５

条第１項

から第３

項までの

規定に基

づく長期

(1) 建築物の建て方・用途が

一戸建ての住宅である場合 

建築物

１棟に

つき 

５２，０００円   ４９  長期

優良住宅

の普及の

促進に関

する法律

（平成２

０年法律

第 ８ ７

号）第５

条第１項

から第４

項までの

規定に基

づく長期

(1) 建築物の建て方・用途が

一戸建ての住宅である場合 

建築物

１棟に

つき 

５１，０００円  

（適合証の提出

がある場合は

７，０００円，

評価書の提出が

ある場合は１

８，０００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は１３，

０００円） 

 (2) 前号

に 掲 げ

る 場 合

以 外 の

場合 

建築物

の床面

積の合

計 

ア ５００

平方メー

トル以下

のもの 

建築物

１棟に

つき 

１２４，０００

円 

  (2) 前号

に掲げ

る場合

以外の

場合 

建築物

の床面

積の合

計 

ア ５００

平方メー

トル以下

のもの 

建築物

１棟に

つき 

１２２，０００

円 

 

 （適合証の提出

がある場合は１

４，０００円，

評価書の提出が

ある場合は６

  （確認書又は評

価書の提出があ

る場合は２５，

０００円） 

 

    



優良住宅

建築等計

画のうち

住宅の新

築に係る

認定の申

請又は当

該計画の

変更の認

定の申請

（同法第

８条第１

項の規定

に基づく

当該申請

に限るも

のとし，

同法第９

条第１項

の規定に

基づく当

該申請は

除く。）

に対する

審査 

８，０００円） 優良住宅

建築等計

画のうち

住宅の新

築に係る

認定の申

請又は当

該計画の

変更の認

定の申請

（同法第

８条第１

項の規定

に基づく

当該申請

に限るも

のとし，

同法第９

条第１項

及び第３

項の規定

に基づく

当該申請

は除く。）

に対する

審査 

 イ ５００

平方メー

トルを超

え１，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

１９８，０００

円 

  イ ５００

平方メー

トルを超

え１，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

１９５，０００

円 

 

（適合証の提出

がある場合は２

５，０００円，

評価書の提出が

ある場合は１０

９，０００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は４１，

０００円） 

ウ １，０

００平方

メートル

を 超 え

３，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

３９２，０００

円 

ウ １，０

００平方

メートル

を 超 え

３，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

３８６，０００

円 

（適合証の提出

がある場合は３

６，０００円，

評価書の提出が

ある場合は２０

６，０００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は６９，

０００円） 

エ ３，０

００平方

メートル

を 超 え

５，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

７０３，０００

円 

エ ３，０

００平方

メートル

を 超 え

５，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

６９２，０００

円 

（適合証の提出

がある場合は６

９，０００円，

評価書の提出が

ある場合は３５

４，０００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は１１

２，０００円） 

オ ５，０建築物 １，２０９，０ オ ５，０建築物 １，１９０，０



００平方

メートル

を超え１

０，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

１棟に

つき 

００円 ００平方

メートル

を超え１

０，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

１棟に

つき 

００円 

（適合証の提出

がある場合は１

１９，０００

円，評価書の提

出がある場合は

５４５，０００

円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は１７

１，０００円） 

カ １０，

０００平

方メート

ルを超え

２０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

２，２３７，０

００円 

カ １０，

０００平

方メート

ルを超え

２０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

２，２０２，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は１

９６，０００

円，評価書の提

出がある場合は

９９２，０００

円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は２９

１，０００円） 

キ ２０，

０００平

方メート

ルを超え

３０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

３，１９７，０

００円 

キ ２０，

０００平

方メート

ルを超え

３０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

３，１４７，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は２

４１，０００

円，評価書の提

出がある場合は

１，３５３，０

００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は３６

８，０００円） 



ク ３０，

０００平

方メート

ルを超え

るもの 

建築物

１棟に

つき 

３，９１７，０

００円 

ク ３０，

０００平

方メート

ルを超え

るもの 

建築物

１棟に

つき 

３，８５６，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は２

５７，０００

円，評価書の提

出がある場合は

１，６３６，０

００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は４１

８，０００円） 

 ５０ 長期

優良住宅

の普及の

促進に関

する法律

第５条第

１項から

第３項ま

での規定

に基づく

長期優良

住宅建築

等計画の

うち住宅

の新築以

外に係る

認定の申

(1) 建築物の建て方・用途が

一戸建ての住宅である場合 

建築物

１棟に

つき 

８０，０００円   ５０  長期

優良住宅

の普及の

促進に関

する法律

第５条第

１項から

第４項ま

での規定

に基づく

長期優良

住宅建築

等計画の

うち住宅

の新築以

外に係る

認定の申

(1) 建築物の建て方・用途が

一戸建ての住宅である場合 

建築物

１棟に

つき 

７７，０００円  

 （適合証の提出

がある場合は１

０，０００円） 

  （確認書又は評

価書の提出があ

る場合は２０，

０００円） 

 

 (2) 前号

に掲げ

る場合

以外の

場合 

建築物

の床面

積の合

計 

ア ５００

平方メー

トル以下

のもの 

建築物

１棟に

つき 

１８９，０００

円 

  (2) 前号

に掲げ

る場合

以外の

場合 

建築物

の床面

積の合

計 

ア ５００

平方メー

トル以下

のもの 

建築物

１棟に

つき 

１８３，０００

円 

 

（適合証の提出

がある場合は２

１，０００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は３８，

０００円） 

イ ５００

平方メー

トルを超

え１，０

００平方

メートル

建築物

１棟に

つき 

３０３，０００

円 

イ ５００

平方メー

トルを超

え１，０

００平方

メートル

建築物

１棟に

つき 

２９３，０００

円 

（適合証の提出

がある場合は３

８，０００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は６２，

０００円） 



請又は当

該計画の

変更の認

定の申請

（同法第

８条第１

項の規定

に基づく

当該申請

に限るも

のとし，

同法第９

条第１項

の規定に

基づく当

該申請は

除く。）

に対する

審査 

以下のも

の 

請若しく

は当該計

画の変更

の認定の

申請（同

法第８条

第１項の

規定に基

づく当該

申請に限

るものと

し，同法

第９条第

１項及び

第３項の

規定に基

づく当該

申請は除

く。）又

は同法第

５条第５

項の規定

に基づく

長期優良

住宅建築

等計画の

以下のも

の 

ウ １，０

００平方

メートル

を 超 え

３，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

６００，０００

円 

ウ １，０

００平方

メートル

を 超 え

３，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

５７９，０００

円 

（適合証の提出

がある場合は５

４，０００円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は１０

４，０００円） 

エ ３，０

００平方

メートル

を 超 え

５，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

１，０７５，０

００円 

エ ３，０

００平方

メートル

を 超 え

５，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

１，０３８，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は１

０２，０００

円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は１６

８，０００円） 

オ ５，０

００平方

メートル

を超え１

０，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

１，８４９，０

００円 

オ ５，０

００平方

メートル

を超え１

０，００

０平方メ

ートル以

下のもの 

建築物

１棟に

つき 

１，７８５，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は１

７６，０００

円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は２５

７，０００円） 



カ １０，

０００平

方メート

ルを超え

２０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

３，４２２，０

００円 

認定の申

請若しく

は当該計

画の変更

の認定の

申請に対

する審査 

カ １０，

０００平

方メート

ルを超え

２０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

３，３０４，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は２

９１，０００

円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は４３

６，０００円） 

キ ２０，

０００平

方メート

ルを超え

３０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

４，８８９，０

００円 

キ ２０，

０００平

方メート

ルを超え

３０，０

００平方

メートル

以下のも

の 

建築物

１棟に

つき 

４，７２１，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は３

５８，０００

円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は５５

３，０００円） 

ク ３０，

０００平

方メート

ルを超え

るもの 

建築物

１棟に

つき 

５，９８９，０

００円 

ク ３０，

０００平

方メート

ルを超え

るもの 

建築物

１棟に

つき 

５，７８４，０

００円 

（適合証の提出

がある場合は３

８２，０００

円） 

（確認書又は評

価書の提出があ

る場合は６２

８，０００円） 

 ５１～５３ 略   ５１～５３ 略  



備考 

１・２ 略 

３ 「適合証」とは，住宅の品質確保の促進等に関する法律

（平成１１年法律第８１号。以下「品確法」という。）第

５条第１項に規定する登録住宅性能評価機関（以下「登録

住宅性能評価機関」という。）が，長期優良住宅建築等計

画（認定を受けた当該計画を変更しようとする場合におい

ては，変更後の長期優良住宅建築等計画）について，長期

優良住宅の普及の促進に関する法律第６条第１項第１号，

第２号，第４号（同号ロを除く。）及び第５号に規定する

基準に適合していることに関する技術的審査を行った上

で，当該適合していることを証するものとして交付するも

のをいう。 

４ 「評価書」とは，品確法第５条第１項に規定する住宅性

能評価書をいう。 

備考 

１・２ 略 

３ 「確認書」とは，住宅の品質確保の促進等に関する法律

（平成１１年法律第８１号。以下「品確法」という。）第

６条の２第３項の確認書（当該確認書の写しを含む。）を

いう。 

 

 

 

 

 

 

 

４ 「評価書」とは，品確法第６条の２第４項の規定により

確認の結果が記載された住宅性能評価書（当該住宅性能評

価書の写しを含む。）をいう。 

付 則  

この条例は，令和４年２月２０日から施行する。 

 

 

 

（提案理由） 

長期優良住宅の普及の促進に関する法律及び住宅の品質確保の促進等に関する法律の一部改正に伴い，所要の

規定の整備をするため，この条例案を提出する。 

 


